
高度生殖補助医療に対する支援の継続を求める意見書  

 

令和４年４月より生殖補助医療（いわゆる不妊治療）が保険適用とな

った。これにより利用者負担の軽減につながっている一方で、一律の保

険点数制度により成功率にかかわらず診療報酬が一律となり、機材や技

術の付加価値が評価されない制度となっている。 

また、プラスアルファで高度な治療法を受けようとするといわゆる混

合診療の問題で治療のすべてが全額自己負担となり、特定不妊治療助成

制度は保険適用化によって終了しているため、かえって自己負担が増え

るケースもでてくることとなっている。 

よって国におかれては、下記事項について実現されるよう強く要望す

る。 

 

記 

 

１ 不妊治療が保険適用となったことで支援対象外となった効果的か

つ先進的な治療に対する助成の再開を検討すること。  

２ 不妊治療分野におけるいわゆる混合診療を速やかに認めること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出します。 

 

令和４年６月２９日 

 

泉佐野市議会 


